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ヽ 書式第 12号 (法第28条関係)

2022年度 事 業 報 告 書

!出:聾!墨:邑[二:聾:望l壺:菫[生:盤:型二旦_≧盈工巫 t

1 事業の成果

情報公開制度、公文書管理制度、個人情報保護制度を中心に、公的機関における知る権利の確立のた

めに必要な政策 0制度動向の把握、係争中の情報公開訴訟への対応、報道機関関係者を中心に一般市

民、NPOな どからの相談・取材対応を実施した。相談支援件数については、今年度は前年度に比べて

減少しているが、対応に時間のかかる案件が増加傾向にあつたため、相談支援の受付方法について見直

し、円滑な対応が行えるよう体制整備を行った。

情報公開訴訟は 3件係争中で、そのうち 1件が今年度中に東京地裁となったが敗訴であったため、

東京高裁に控訴して係争している。他には、1件が東京高裁で係争中、残りの 1件は提訴から5年を経

過しているが東京地裁で係争中となつている。

財政公開性に関する国際比較調査に参加しており、2021年度中に調査を実施し、その結果が今年度

に取りまとめられて公表された。また、次回調査が 2022年度中に開始され引き続き調査に参加をして

いる。

今年度途中から、ビデオニュース ドットコムで月 1回の「ディスクロージャー・ディスカバリー」の

配信が始まり、情報公開に関する現状や課題、問題についての番組内容の企画・構成 。出演を担当し、

情報公開に関連するテーマに関する情報提供を継続的に実施するようになった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【2,321】 千円)

疋 訳 に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

党盃
対象者
範囲

支至
対象者
人数

事業費
(千円)

情報公開を拡
充、推進する情
報の収集、提供
および出版

情報公開DIGESTの発行 通年 事務局 1人 会員 250人

651

出版物頒布 通年 1人 購入者

取材・ ヒアリングヘの対応 通年 事務局 1人
報道機関、研

究 者 、公 職

者、一般市民

特定・不
特定多数

ホームページの維持・管理
(情報公開クリアリングハ

ウス)・ SNSの運用
通年 事務局 2人

報道機関、研

究者 、公職

者、一般市民

不特定多
数

相
のサ

通年 事務局他 2人 相談者 約 50人

オンラインメディア番組の
構成 。出演による発信

10月 ～ 事務局他 1人
オンラインメ

ディア会員
特定多数



ゝ

情報公 開を推
進す る国内外
の団体、個人と
の交流お よび
提携

活動報告会の開催 3月 20日
オンライ

ン開催
6人

参加者・会

員
約 70人

0

海外 NPOと の連携 通年 東京都内 2人
報道機関、研

究 者 、公 職

者、一般市民

情報公開およ
びその関連事
項に関する企
画、調査および
研究

OpenBudget Survey 通年 事務所 2人

報道機関、研

究者 、公職

者、一般市民
622

情報公開制度、公文書管理
制度に関する調査 通年 事務所 2人

報道機関、研

究者 、公職

者、一般市民

情報公開に関
わる団体、個人
への研修教育

講師派遣 通年 各地 2人 講師派遣先 約 500人 346

情公開制度を
活用 した情報
公開の推進 に
資する事例の
創 出およびそ
の普及

情報公開 。個人情報保護に
関する基本情報の収集のた
めの情報公開請求

通年 事務所 2人
報道機関、研

究者 、公職

者、一般市民

700情報公開訴訟 通年 事務所他 20人
報道機関、研

究者 、公職

者、一般市民

福島第一原発事故情報公開
プロジェクト 通年 事務局 2人 市民

その他本会 の
目的 を達成す
るために必要
な事業

意見表明等
通年 事務局 2人

報道機関、研

究 者 、公職

者、一般市民

0

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【0】 千円)

な し



13

2022年度 活動計算書

2022`年 :4月 1日 から2023年:3月 31日 ま
‐
で

特 グ ス

科

I 経常収益
1 受取会費
2 受取寄附金
3 受取助成金等
4 事業収益

出版物
諸謝金
集会等参加費
事業受託費

5 その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
1 事業費

(1)人件費
給料手当
交通費
人件費計

(2)そ の他経費
旅費交通費
通信運搬費
事務消耗品費
諸謝金
業務委託費
情報公開請求費
賃借料
光熱水料費
図書資料購入費
印刷費
備品費
支払手数料
会議費
雑費
その他経費計

事業費計
2 管理費

(1)人件費
給料手当
交通費
法定福利費
人件費計

(2)そ の他経費
旅費交通費
通信運搬費
事務消耗品費
賃借料
光熱水料費
図書資料購入費
印刷費
租税公課
支払手数料
会議費
雑費
その他経費計

管理費計
経常費用計

当期経常増減額
Ⅲ 経常外収益

経常外収益計
Ⅳ 経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

1,016,524 1.016.524

1.018.000 1.018.000

12,500

421,705

0

0 434.205
1,319 1,319

859,825
149,282

1

1.009,107

15,130

175,867

19,253

123,535

0

86,784
623,949

75,559

51,600
28,288

52,140

1,860

40,645

17.899

1.312.509

201,205
27,267

4.839

233,311

1,688

45,076

58,673

266,615

32,383

0

12,123

4,650

158,470

3,660

5.940

589.278

0

-674,157

0

-674,157

70,000
-744,157

9.312.917

8_568_760



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2022年度 貸借対照表

2023年3月 31日 現在

特定非営利活動法人情報公開クリアリングハウス

(単位 :円 )

科
日

Ｈ 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

立替金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

預 り金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

8,314,764

15,000

0

8,329,764

8 764

10,004

249,000

0

249,000

249,000

10,004

10,004

0

9,312,917

-744,157

8,568,760

8,578,764
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2022年度  活動計算書類の注記

特定非営利活動法 人情報公開クリアリングハウス

重要な会計方針
計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年 7月 20日 、2017年 12月 12日 一部改正 PO法人会計基準協議会)に よつて

います。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
対象となるものがありません。

(2)固定資産の減価償却の方法
対象となるものがありません。

(3)引 当金の計上基準
引当金はありません

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受人は、活動計算書に計上しますが今年度は該当するものはありません。

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によつています。

2.事 業別損益の状況

3.使途等が制約された寄付等の内訳
使途等が制約された寄付等の内訳は以下の通りです

科 目

情報公開を拡
充、推進する
情報の収集、
提供および出
版事業

情報公開およ
びその関連事
項に関する企
画、調査およ
び研究事業

情報公開を推
進する国内外
の団体、個人
との交流およ
び提携

情報公開制度
を活用した情
報公開の推進
に資する事例
の創出および
その普及事業

情報公開に関
わる団体、個
人への研修教
育事業

事業部門計 管理部門 合計

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

254,131
355,500

0

0

0

0

0

0

421,705
0

762,393
797,166

0

421,705

0 1.319

254,131
220,834

0

1,016,524

1,018,000
0

421,705

1.319

経常収益計 474.964 474,964 609,631 421.705 1,981.264 476.284 2.457.548

286,608
49,760

0

286,608
49,761

0

286,609
49,761

0

201,205

27,267
4.839

1,061,030

176,549
4.839

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
交通費
法定福利費

859,825

149,282
0

人件費計 336.368 386.369 336.370 1.009,107 233.311 1.242.418
(2)その他経費

旅費交通費
通信運搬費
事務消耗品費
諸謝金
業務委託費
情報公開請求費
賃借料
光熱水料費
図書資料購入費
印刷費
備品費
租税公課
支払手数料
会議費
雑書

0

43,967
9,627

0

0

0

155,987

18,890
0

9,429
52,140

0

0

20,322
4.475

0

43,967
0

0

0

0

155,987

18,890
51,600
9,429

0

0

1,860
0

4.475

15,130

43,967
9,626

0

0

86,784
155,988
18,890

0

9,430

0

0

0

20,323
4.475

４３

　

２３

　

　

　

５５

‐８

　

　

　

　

　

　

　

　

４

15,130
175,867
19,253

123,535
0

86,784
623,949
75,559
51,600
28,288
52,140

0

1,860
40,645
17,899

1,688
45,076
58,673

0

0

0

266,615
32,383

0

12,123

4,650

158,470
3,660
5,940

その他経費計 314.837 286.208 364.613 346.851 1.312.509 589.278

経常費用計 651,205 622,577 700,983 346,851 2,321,616 822,589 3,144,205

当期経常増減額 -176,241 -147,613 -91,352 74,854 -340,352 -346,305 -686,657

科 目 当期受入 当期支出

大臣 日程表寄付 1,386.139 355.500 700.983 1.040,656
腑報公開クリアリングハウス基ar 7,000,000

“

7,005,044
355.5イレ4 700,983合 計

*前期計上分に加えて、 アリングハウス基金として新規に計上



科 目

長期借入金

短期借入金

合 計

4.借 入金の増減内訳

た め

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

5。
その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

・ 事業費と管理費の按分方法

各事業費の経費及び管理費に共通する経費のうち、賃借料 。光熱水料費、通信運搬費のうち電話料金、印刷費のうちコ

ピー機のチャージ費用は事業活動にかかる経費として70%、 管理にかかる経費として30%に接分しています。

科 目
財務話表に計
上された金額

うち、役員 と
の取弓|

うち、近親者
との取引

事業費―諸謝金 123.535 123,535



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2022年度 財産目録

2023年3月 31日 現在

特定非営利活動法人情報公開クリアリングハウス

(単位 :円 )

科
日

Ｈ 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

手元現金

三井住友銀行新宿支店①

三井住友銀行新宿支店②

みずほ銀行四谷支店

三菱∬J銀行四谷支店

郵便振替

立替金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産計

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

預 り金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

31,666

1,015,270

216,542

29,881

7,000,044

21,361

15,000

0

8,314,764

8,578,764

15,000

8,329,764

249,000

0

249,000

249,000

10,004

10,004

10,004

0

8,568,760



書式第 18号 (法第 28条関係 )

2022年度役員名簿Jl驚雅虐」F粉濡婁案転Iξttξ轟鷹席馨轟露鋪
所並

特定非営利活動法人壁壺墜量整生坦型上」と乞公立丞

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
(ど ちらかに○)

(フ リガナ)
前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた

期間 (該当者
のみに記入)氏   名

1 □ ・監事

アンドウ ヒロシ m2隼 月1日 ～

η2年3月 31日 な し

安藤 博

2 □ ・監事

ウサキ マサヒロ m22年4月 1日 ～

"四
年3月 31日 な し

右崎 正博

3 □ ・監事

オグロ ジュン m2244月 1日 ～

節2年3月 31日 な し

小黒 純

4 睡亜卜監事
オクツ シゲキ m22年4月 1日 ～

節2年3月 31日 な し

奥津 茂樹

5 □ ・監事

ツジ トシオ m22年4月 1日 ～

m2年 3月 31日 な し

辻 利夫

＾
り 理事。匡ヨ

フルモ ト ハル ヒデ

"盟
年4月 1日 ～

m2年 3月 31日
な し

古本 晴英

７
‘ 巨亘卜監事

ナカムラ ヨウコ m22年4月 1日 ～

m2年 3月 31日
な し

中村 洋子

０
０ 睡憂卜監事

マキタ ジュンイチロウ
η盟年4月 1日 ～

m23年3月 31日
な し

牧田 潤一朗

Ｑ

′ □ ・監事

ミキ ユキコ
知盟年4月 1日 ～

"2年
3月 31日

な し
三木 由希子

10 □
。監事

t'?F ,Y, m2年 4月 1日 ～

節2年3月 31日
な し

山田 健太



書式第 18号 (法第 28条関係 )

11 □ ・監事

ヨコヤマ ヤヨイ

横山 弥生 "盟
年4月 1日 ～

m2年 3月 31日
な し

12 巨亜]・
監事

e-vy7 v*,

Lawrerlce

m2年 4月 1日 ～

節2年3月 31日 な し



書式第 3号 (法第 29条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿
2023年 3月 31日 現在

壁重:」:整壼!蛭:i重1些:型 山ゝ言姜1巡:当」整生lL乙]とこ姿生全12乙

氏   名

1 女藤 博

2 右崎 正博

3 奥津 茂樹

4 辻 利夫

5 吉本 晴英

′
０ 中村 洋子

7 三木 由希子

Ｒ

） 山田 健太

Ｑ
） 牧田 潤一朗

10 蹟山 弥生

11

12


